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１-１.社会的意義
当行ではITを「柔軟かつ強固な経営基盤」の要と捉え、2004年にITに関わる全ての人が共通認識を持つための指針として、ITに関する
基本原則（ITポリシー）、ITに関する運営の基本的な考え方（ITガバナンス）を制定。2025年の崖問題※1についても、15年以上前
から下表記載の各領域毎に段階的に解決すべき課題であると認識し、第９次中計（2005年度）から基幹系システムの機能分散、
ATMのWeb化による汎用性拡大、フロントシステム整備、クラウド活用によるグループ基盤の最適化等に取り組んできた。その総仕上げ
として、次世代勘定系システムの構築に取り組み、2021年1月4日に稼働した。

※１ 2025年の崖問題
多くの経営者が将来の成長、競争力強化のために新たなデジタル技術を活用して新たなビジネスモデルを創出・柔軟に改変するDXの必要性を理解しているが、

① 既存の基幹系システム（メインフレーム）の複雑化、ブラックボックス化※2により爆発的に増加するデータを活用しきれない
② システムの維持管理費が高額化し、業務基盤そのものの維持・継承が困難となる
③ メインフレームの担い手の高齢化・退職で保守運用要員が不在となり、システムトラブルのリスクが増大する

等の課題があり、この課題を克服できない場合、DXが実現できないのみでなく、2025年以降、日本全体で最大12兆円／年の経済損失が生じるとしている問題。
※２ ブラックボックス化：内部構造や動作原理がさかのぼって解明できない状態になること。使用はできても分解・再現することができない様子。

07年度 08年度 09年度 10年度 11年度 12年度 13年度 14年度 15年度 16年度 17年度 18年度 19年度

第10次中計 第11次中計 第12次中計第9次中計 第13次中計

Distribution層
(顧客対応

／外部連携)

Assembly層
（商品組成）

Manufacturing層
（記帳・決済）

Corporate Core層
（情報基盤）

Infrastructure層
（システム基盤）

06年度05年度領域
年度

継続的な
機能拡張

営業店システム構築
Windowsベースの端末導入

融資支援システム
(S-navi)構築

営業支援システム
(S-prit)構築

店頭ナビゲーションシステムの導入・拡大

営業店渉外
タブレット導入/活用

ATM Web化

次世代勘定系システム構築次世代システム

フロント
サービス

基盤構築

チャネル統合基盤
構築

フロントハブ
システム構築

2021年1月 稼動

金融商品販売支援
システム(CRM)構築

広域イーサネット網の構築

OA端末のオープン化

OAシステムの
シンクライアント化

オープン系システムの共通基盤化

統合データベース整備／データ蓄積

グループクラウド
基盤構築

次
世
代
化
の
完
了
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１-１.社会的意義
今後、次世代勘定系システムをパッケージとし、デファクトスタンダード化※3することで、非戦略領域である記帳決済分野のコスト削減・
効率化に寄与、戦略的投資に振り向けることが可能となることで、地方銀行における先端テクノロジーの活用促進、利用者利便や
生産性の向上へつなげていく。

次世代勘定系システム

ハードウェア

OS

記帳決済パッケージ

データセンター

共通 標準 個別

ハブ

Fintech
周辺システム

異業種連携

機能を部品化し他行による再利用・流通を可能とする
•共通機能：各行が共通利用するコア機能
•標準機能：利用要否を選択可能とする機能
•個別機能：各行の個別機能（他行へも公開・流通可能とする）

②ファンクション・オープン

•オープンパッケージとすることで、導入ベンダーを限定しない

④インテグレーション・オープン

•システム基盤に、汎用サーバー（IA)、汎用OS（Linux）を採用。ハードウェア
のベンダーを限定せず、データセンターやバックアップセンター、開発環境等を他行
と共有（選択）可能とする

③プラットフォーム・オープン

•次世代勘定系システムと周辺システムの間は疎結合な連携とすることで、周辺
システムとも連携可能とする
•ハブ機能※4により、Fintech企業や異業種とのAPI連携※5の親和性を高める

①インターフェース・オープン

•パッケージ導入行を中心に、各行の自由度とスピードを確保しながらコストシェア
また、ノウハウ共有・情報連携を行うスキームを構築

⑤オープン・コミュニティ

ベンダー

当行 導入行

関連事業者

※３ デファクトスタンダード化：事実上の標準化。業界の中で利用することが当然となること。
※４ ハブ機能：システム同士のデータ接続を仲介・支援する機能。
※５ API連携：ソフトウェア同士がプログラムを共有するための接点をAPIといい、API連携によりゼロからプログラムを組むことなく外部のソフトウェア機能を活用できる。

P3



COPYRIGHTⒸ THE SHIZUOKA BANK ,LTD.

オンライン

預金コンポーネント

制
御
基
盤

貸付コンポーネント

独自コンポーネント

バッチ

オ
ン
ラ
イ
ン
情
報
連
携

ハードウェア

OS（Linux）

データセンター

ミドルウェア

業務／科目単位に
機能のコンポーネント化

ハブシステム

周辺システム

パラメータ

• 共通部品化／業務処理部品化を行い、部品の共通利用・組み合わせ
によるコンポーネント化を実現

• 修正時の影響範囲を局所化、プログラムの複雑化を回避

• 疎結合化や構造の単純化により、開発効率の向上／業務処理フロー
変更に柔軟に対応可能

• 再利用性向上による保守効率向上／システムのブラックボックス化の抑止

• 商品追加・廃止／チャネル追加／税率変更等、業務処理に必要な
情報を外部設定可能なパラメータとして定義

• プログラミングレス化による開発効率向上

• データセンター／ハードウェアに依存しないOSとシステムアーキテクチャ
（ソフトウェア・ミドルウェア）の採用

• より経済合理性の高いインフラを選択可能

①コンポーネント化

②プログラム構造のシンプル化

③パラメータ化

④ハードウェアとソフトウェアの分離／フルオープン化

① ②

③

④

• 周辺システムとの連携処理はハブシステムを介して実施
• 記帳決済アプリケーションでは標準インターフェースを用意。ハブシステム

にて周辺システム個別性を吸収した連携処理

⑤周辺システムとの柔軟な連携
⑤

業務と制御の分離による
プログラム間の疎結合化

パラメータによる
業務処理定義

オープンテクノロジーの
採用

ハブシステムを介した
連携の一元管理

１-２.先進性

新
た
な
設
計
思
想

次世代勘定系システムでは、３つの目指すべき姿を、ビジネス革新を支える新たな設計思想に基づいたシステム、IT投資の最適化
によるOHRの低下とスピード経営を実現するシステム※1、社会インフラとして高水準な安全性・安定性を追求したシステムとした。

（1）ビジネス革新を支える新たな設計思想に基づいたシステム

・オープンソースプラットフォーム※2であるLinuxを採用し、仮想化技術※3を活用。 汎用サーバーによるシステム基盤で全ての
業務処理を実現、メインフレームから脱却。

・各チャネルからの処理要求の差異を吸収する連携基盤を実現し、次世代勘定系システムではチャネルによらない業務処理と
環境変化に伴うチャネルの追加・接続の容易性を実現。

・商品や業務処理内容の定義体をテーブル化／パラメータ化することでプログラミングレスによる生産性の向上、新規商品／
商品統廃合や規制対応、更なる効率化に向けた業務の見直しがスピーディーかつ柔軟にできる仕組み。

※１ 銀行経営の効率性を示す指標の一つであるOverHeadRatio(業務粗利益に対する営業経費の比率)を下げるとともに経営の意思決定が迅速にできるよう必要な情報を提供するシステム。
※２ オープンソースプラットフォーム：システム基盤を構成する端末機器（プラットフォーム）のうち、ハードウェアやソフトウェア、サービスを提供するのに必要な仕様・技術等を公開したもの。
※３ 仮想化技術：ソフトウェアによって複数のハードウェアを統合したり、分割する技術。
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オープン記帳決済パッケージとして他行展開
・共同保守を行う機能領域

次世代勘定系システム機能の構成と分類

 記帳決済業務に関わる当行の効率性・先進性のある業務
ノウハウをもとに、より多くの銀行で共通的に利用可能な機能
群を提供することで導入コスト低減とスピード向上を実現する。

 各行の自由度を確保するために、個別に機能拡張にかかる
開発を可能とする。 パッケージ

機能の拡充

• 各種制度対応は母体行により検討され、パッケージ機能として
拡充される。導入行での個別対応は不要。

• 母体行による業務効率化施策をパッケージの共有機能／標準
として継続的に取込

先進的機能
の標準搭載

• 母体行＋ベンダーによる先進性/将来性のある業務ノウハウを
機能として搭載。導入行別に利用要否の選択を可能とし、自行
の業務改革進度に応じた利用計画の立案が可能

個別機能の
流通

• 個別機能を再利用可能な機能として導入行間で共用／流通
• 導入行間における先進事例の共有と共用される側の開発コスト

／スピード向上を実現

全ての導入行において共通的に利用する
記帳決済のコア機能

共通機能

導入行が利用要否の
選択が可能な機能

標準機能

導入行における固有業務向け機能
／周辺システム向けの独自処理

個別機能

• 認証・アクセス管理/監査/取引制限/ログ管理機能等、汎用性
が高く、銀行システムとして必須な機能を共通機能として搭載

各行の戦略に
応じた導入

• 他行の導入時期／計画に依存せず、自行のシステム化ロード
マップ／戦略に応じた導入や独自性の確保が可能

銀行システム
に必須の

システム機能

当行のノウハウを活用しつつ、標準化・共有化により
開発コストの低減とスピード向上を永続的に実現する

アプリケーション

１-２.先進性
（2）IT投資の最適化によるOHRの低下とスピード経営を実現するシステム

・業務共通処理や、業務固有処理をモジュール単位に開発・管理し、これらの処理の組み合わせ／処理順序を定義し
コンポーネント化。次世代勘定系システムのシンプル化を保ち、機能面での重複排除により保守性を向上させることで、
障害時・改修時の影響範囲や対応コストを極小化※4。

・次世代勘定系システムの機能分類(共通機能、標準機能、個別機能)によるオープンパッケージとしてのデファクトスタンダード化。

※４ 次世代勘定系システム稼働後の障害発生時においても、影響範囲を調査するスピードが格段に向上しているほか、システム開発案件においても効果が期待できる。
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１-２.先進性

（3）社会インフラとして高水準な安全性・安定性を追求したシステム

・トランザクションデータ※5をクラウド型の災対センター※6へ準リアル形式※7で連携し、正センター被災時の復旧時間短縮化を
図るとともに、復旧対象業務を拡大。

・クラウド型の災対センター採用により、施設やハードウェア等を他行と共有することで、ランニングコストの低減も可能。

※５ トランザクションデータ：システムを使うことにより発生するデータ、取引データ等。
※６ 災対センター：災害発生時に利用するデータセンター。
※７ 準リアル形式：数秒のタイムラグで正センターのデータと同じデータを災対センターに反映。

正センターから
災対センターへの
切替時間

3日程度

災害対策時のレベルアップ

旧勘定系システム 次世代勘定系システム

安全性
安定性
向上

最大14時間

円貨預金・貸出金、口座振替(行内自振)
送金、ATM（他行・コンビニ含む）

13時間程度

切替に伴い
欠落する

トランザクションデータ

対象業務

災対センターから
正センターへの
切替時間

5時間程度

最大2秒

5時間程度

円貨預金・貸出金、口座振替(行内自振)
送金、ATM（他行・コンビニ含む）

インターネットバンキング
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２．結果概要
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２-１.意義
• 次世代勘定系システムの稼働により、基幹系システムにおいてレガシーシステムによる2025年崖問題から脱却した。
• 稼働後30年以上の期間を経て肥大化・複雑化した勘定系システムの再構築は、当初想定以上に大きな課題（崖）を乗り越える

必要があったが、経営がイニシアチブを持ち適切な判断を行いながら難局を乗り越えてきた。
• 難局を乗り越えたことで、経営基盤としての基幹系システムのサスティナビリティを確保するとともに、次世代を担うIT要員が育成され、

人材面においてもレガシー脱却を図ることができた。

①現行業務整理の崖

②周辺システム連携の崖

構想立案・
プロジェクト立ち上げ

要件
定義

基本
設計

詳細設計
・開発

単体・
結合テスト

受入検証 総合連動テスト／運用テスト

START

 ベンダーとの協力体制強化
当行プロジェクトメンバに加えベンダー
から30名出向を受入れ。協働作業
を行うと共に、業務ノウハウを共有

 上流工程成果物の精度向上
開発フェーズの円滑な遂行に向けて、
時間をかけて徹底的に業務機能
仕様の抽出・整理を実施

 処理方式の見直し／追加開発
周辺システムにおけるバッチ処理を次世代勘定系
システムのバッチコンポーネントとして機能移植

 徹底的なテストパターンの洗い出し／実施
銀行におけるコアシステムとして品質を最優先し、
オンラインテストのみならず、移植後機能→周辺
システム連携テストを徹底的に実施し、品質を優先

 同一名称項目／項目値／区分値
の意味合いや用途、型桁の相違

 連携先のシステムとの多様かつ
複雑な連携パターン

 上記課題へ対応するために必要な
有識者不足／負荷増大

2021年1月稼働

②周辺システム連携の崖

ブラックボックス化
した現行仕様

複雑な連携
パターン

システム間
データの不整合

有識者不足

2013年11月開始

 現行勘定系システムにおける
設計ドキュメントの精度不良

 複雑化（スパゲッティ構造化）
したプログラム構造

 現行業務仕様・システム仕様
の可視化

①現行業務整理の崖

GOAL
「基幹系システム・フロント
ランナー・サポートハブ」の

支援案件に決定

2020年4月
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システム運用・保守

災害時対応レベル
• トランザクションデータの準リアル方式での反映
• 対象業務範囲の見直し

25％以上向上

1/20程度に短縮

• 業務仕様（ドキュメント）の明確化／プログラムの
ブラックボックス化の解消

• 部品化・コンポーネント化によるプログラム構造の
シンプル化

• テーブル化／パラメータ化により、手数料等の軽微な
業務仕様変更や商品追加等に伴う改修作業の
大幅短縮

切替に伴い欠落するデータ 最大2秒

対応業務拡大 インターネットバンキング

２-２.想定される効果

• オープンテクノロジー（汎用OS／汎用サーバー）
採用

• 市場競争原理に基づく調達コストの低減
• 休日系システムの廃止※1

更改時コスト
20％程度削減

スクラッチによるオープン化や抜本的なシステム仕様の見直しを行った結果、レガシーシステムと比較し、生産性や保守性、安全性が
大幅に改善される見込みである。稼働後は早期に安定化を図り、システム運用の継続的な見直しや効率化を図り更なる効果創出
を目指す。

≪取り組み施策≫ ≪想定効果≫

プログラム
開発における

生産性

実現スピード
（開発工数）

ハード・ソフト費用

※1 旧勘定系システムでは、平日／休日で別のシステム（ハードウェア）を使用していたが、次世代勘定系システムでは365日同じシステム（ハードウェア）を使用
するよう変更。

43％程度削減更改時工数

50％程度削減
• 共通機能（制度対応等）、標準機能のベンダーと

一体となった機能追加・改定の実施
年間改訂費
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２-３.稼働後の初期障害を踏まえた原因分析と対策

次世代勘定系システム構築において、１線統制・２線統制・３線統制によるリスク管理態勢に加え、第三者評価を取り入れる等、
慎重にプロジェクトを進めてきた。メインフレーム基盤からオープン基盤への変更にあたり、信頼性等について事前に十分な検証を行った
結果、オープン基盤固有の原因による障害の発生はなかったものの、旧システムからの業務仕様の引継ぎに難しさがあり、初期障害が
発生した。今後の基幹系システム更改等にあたっては、以下の対策を講じていく。

【旧勘定系システム】（メインフレーム基盤） 【次世代勘定系システム】（オープン基盤）

① 本質的原因 ② 対策

• 長年の運用の中で改修・改善を重ねた結果、旧システム
の機能を網羅的かつ体系的に記載したドキュメントの整備
が不十分となっていた。

• 旧システムの機能を分析するためのプログラムや各種定義体
（テーブル・パラメータ等）が長期間に亘る機能追加等
の修正によって複雑化していた。

• 周辺システムが広範に亘るなか、旧システムは周辺システム
に依存（密結合）した設計となっていたが、周辺システム
側の業務を十分把握できていなかった。

• システム更改にあたって設計・テスト工程におけるユーザー
目線からのレビューが不十分であった。

• 業務機能やシステム処理方式にかかる設計書等の
ドキュメントは、今回のシステム構築を通して全て刷新し、
ドキュメント類を電子化した。管理ツールによる、バージョン
管理、入手庫管理、変更履歴管理等を徹底する。

• 周辺システム連携データが変更になる場合は、影響調査
等におけるレビューにおいて他システムの有識者を参加
させる。

• 今後のシステム更改に向けては、顧客影響に配慮しつつ、
希少商品・サービスや個社特有の機能の極力排除に
取り組んでいく。

機能を網羅的かつ
体系的に記載した
ドキュメントの整備
が不十分

機能を網羅的かつ
体系的に記載した
ドキュメントを整備
し、管理ツールによ
り、バージョン管理
等を徹底
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３．今後の取組み
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これまでの10年 これからの10年

システム次世代化と高度化による
コスト削減／トップライン向上

セキュリティの
高度化

デジタルソリューション
の積極活用

クラウド活用戦略

クラウド＋デジタルテクノロジー活用による
「ビジネスモデル／チャネルの在り方／働き方」変革

＜モバイル／クラウド時代への適応＞
• エンドポイントセキュリティ※８強化
• サイバー・フィジカルセキュリティ※９強化
• クラウド・データセキュリティ※10強化

＜プロセス改革の高度化とコスト削減＞
• RPA※5やBPM※６による定型作業の自動化
• AI等による専門業務の自動化
• AI-OCR※７等によるレス化／迅速化

• プライベートクラウド※1の更なる活用促進
• パブリッククラウド※2とのハイブリッド環境の実現
• クラウドネーティブアプリケーション※3開発
（API＋アジャイル※4による開発）への挑戦

レガシーからオープン化へ (2025年の崖を乗り越え)

⇒持続可能なシステム基盤の構築

2004年より取り組んできた当行システム全般にわたるシステム仕様の構造改革、オープン化の完了により、経営環境の変化と顧客
ニーズに合わせ、当行のサービスや業務の在り方を変革していくために必要な土台が整った。今後はデジタルテクノロジーを活用し、
お客様にとってより利便の高い金融サービスの提供に向けたデジタルトランスフォーメーションを実現していく。

システム構造改革

オープンアーキテクチャ
の積極採用

• 戦略に応じた機能の最適配置化
• 疎結合な4階層構造システム

非戦略領域のコスト
削減

• インターネットとの親和性向上
• 先端テクノロジーの積極活用
• 市場競争原理に基づく調達コスト削減

• メインフレームの撤廃促進
• プライベートクラウドを構築し、グループ
全体でシステム基盤を集約・標準化

３-１.次の10年に向けた取組方針

※１ プライベートクラウド：企業や組織が自社内でクラウド環境を構築し、社内の各部署やグループ会社に提供するクラウド形態。
※２ パブリッククラウド：プロバイダ等がクラウド環境を不特定多数のユーザーにインターネットを通じて提供するサービス。
※３ クラウドネーティブアプリケーション：クラウド環境での利用を前提に構築されたサービスやシステムのこと。
※４ アジャイル：実装した機能をいち早くリリースして細かく反復して改良するようなシステム開発手法。
※５ RPA：Robotic Process Automationの略。決まった手順の定型業務やルーティンワーク等の業務を自動化するツールやソフトウェアのこと。
※６ BPM：Business Process Managementの略。現状の業務プロセスを見直し、より良い姿へと改善していくこと。
※７ AI-OCR：手書きの書類や帳票の読み取りを行いデータ化するOCRへAI技術を活用する新たなOCR処理のこと。
※８ エンドポイントセキュリティ：サーバーやパソコン、スマートフォン等の末端機器に対するマルウェア感染などのサイバー攻撃・内部不正等を想定したセキュリティ対策。
※９ サイバー・フィジカルセキュリティ：サイバー空間とフィジカル空間（現実世界）の双方に影響を与えうるシステムのセキュリティ対策。
※10 クラウド・データセキュリティ：クラウド環境に保存されているデータを保護するためのセキュリティ対策。

オープン化からデジタルトランスフォーメーションへ
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当行チャネルの役割と金融サービスの在り方の
再構築

Distribution層
(顧客対応

／外部連携)

Assembly層
（商品組成）

Manufacturing層
（記帳・決済）

Corporate Core層
（情報基盤）

infrastructure層
（システム基盤）

グループ
クラウド

基盤構築

グループクラウド（プライベートクラウド）活用・展開

鮮度の高いデータをもとにしたリアルタイム経営の実現統合データベース更改
自行＋外部データによる

データレイク構築

バッチシステム オープン化

現行バッチシステム

次世代勘定系システム
構築

災対環境にクラウド活用

次世代勘定系システム+バッチシステム
デファクトスタンダード化本格展開

バ
ッ
チ
シ
ス
テ
ム
レ
ス

渉外行員／融資支援
の抜本的見直し

営業店
デジタル店舗化

情報系システム更改

コンタクトセンター

フロントサービス基盤拡張 (外部クラウド活用)
フロントチャネルを支えるコア基盤

セルフ化／ペーパーレス
／印鑑レス／UBTレス

の実現

コンピューターセンターの外部提供

次世代勘定系システム
クラウド化

コミュニティクラウドとして
次世代勘定系システム

＋
周辺システムの
他行提供

バッチコンポへ現行バッチ機能移植

金融サービスAPI段階的な拡張

2021.1 稼動

OAシステム更改

３-２.次の10年に向けたロードマップ

現時点
▼

・次世代勘定系システムについては、共同開発したベンダーが「次世代オープン勘定系パッケージ」として商品化し、他の金融機関への
導入を進めながら、制度対応などのエンハンス機能もパッケージに継続的に取り込んでいく。

・当行においても他行とのコミュニティ形成、アライアンスやクラウド化といった更なる展開を図り、同パッケージのデファクトスタンダード化に
つなげていく。
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統合管理／運用の一元化

記帳・決済

共通機能（各行共通）

標準機能（選択可能）

個別
機能

（各行別）

• 記帳決済領域の効率化／
コスト削減

• 戦略領域のベストプラク
ティスの共有

オープンコミュニティ

日立社 他SIer

A行 B行

記帳決済パッケージの
デファクトスタンダード化の推進

個別
機能

（各行別）

個別
機能

（各行別）

個別機能
の流通

共通業務
アプリ

人事給与

統合文書
管理

グループ
ウェア

グループ
会社A

A社個別
業務

当行

業務/部門
システム

S-prit
/S-navi

その他
システム

グループ
会社B

B社個別
業務

銀行端末
グループ会社
A社 端末

グループ会社
B社 端末

当行・グループ会社

グループクラウド

プライベートクラウドを用いたグループ全体
でのシステム基盤の標準化／共通業務
アプリの共有化

法人

異業種

個人
クローズドマーケット

ネイションワイドマーケット

外部
サービス

フロントハブシステム

フロントサービス基盤

銀行API

オープンAPI

①チャネル革新

外部接続

新たな地域密着型金融
（デジタル市場）の実現

スマホ
/タブレット

インター
ネット

オープン
データ

コミュニティクラウド

シームレスな連携・拡張

ハイブリッドクラウド基盤

プライベート・グループクラウドパブリッククラウド

情報分析基盤 CRM等

②次世代勘定系システムのオープン化

顧客対応／外部連携
／情報基盤

③グループクラウドの構築

店舗 ATM PC スマホ
コール
センタ

オムニチャネル

シームレスな連携・拡張

RPA

ｾﾙﾌ化

ﾋﾞｯｸﾃﾞｰﾀ

ＡＩ

• 当行では、2018年3月にプライベートクラウドの構築、2018年10月よりパブリッククラウド利用を開始しており、ハイブリッドクラウド環境で
システムの目的や用途に応じて適切なクラウド環境を選択し、システム運用を行っている。

• プライベートクラウドを当行およびグループ全体での業務システム基盤として活用し、グループ全体での基盤の標準化・共有化を行っている。
また、パブリッククラウド上ではチャネル革新に向けたフロントサービス基盤を構築し、積極的にクラウド活用を行っている。

• 次世代勘定系システムのオープン化後は、記帳決済パッケージのデファクトスタンダード化に向けて、コミュニティクラウドの実現を目指す。

2018年3月稼働済

⇒順次業務システムを
グループクラウド上へ移行

2018年10月
稼働済

３-３.当行におけるクラウド戦略
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